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要旨 
「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」推進事業の一環とし
て、科学技術・学術政策研究所では「データ・情報基盤の構築」を進めている。デー
タ・情報基盤の有効な活用を促進するために、本ワークショップを開催し、研究者に
よる先駆的な利用の状況を紹介するとともに、今後の活用可能性について議論した。 
論文、特許の生産性の議論が重要な論点であり、特許の大企業集中や発明者の移動
など踏み込んだ研究成果の発表が行われた。また、発明者 ID 等により個別研究者を追
跡することの重要性も議論された。さらに、政策担当者が政策の背景となる論理を明
確化するとともに、政策研究者も仮説設定の段階から政策担当者間の議論を意識して
研究テーマを設定すべきとの指摘がなされるなど、政策担当者と政策研究者相互の意
見交換も行われた。 
 
 
Workshop on utilization of data/information infrastructure 
–Towards enhancement of evidence to support policy formation– (Results) 
Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators, National Institute of 
Science and Technology Policy (NISTEP), Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology (MEXT) 
 
ABSTRACT 
As part of the Science for RE-designing Science, Technology, and Innovation Policy 
(SciREX) project, the National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) is building 
data/information infrastructure. NISTEP held this workshop to promote the effective utilization 
of data/information infrastructure. The state of pioneering use by researchers was presented, and 
the future possibilities of utilization were discussed. 
Productivity in terms of papers and patents is an important point of discussion. Research 
findings delving into the concentration of patents at large corporations and the movement of 
inventors were presented. The importance of tracking individual researchers through inventor 
IDs and so on was also discussed. Additionally, policymakers and policy researchers 
exchanged ideas, such as the need for policymakers to make clear the logic behind their 
policies and the need for policy researchers to be aware of debates among policymakers from 
the hypothesis setting stage when deciding on research topics. 
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1. 開催の趣旨 
科学技術・学術政策研究所では、文部科学省の「科学技術イノベーション政策における
『政策のための科学』」推進事業の一環として、政策形成を支えるエビデンスの充実のため
の「データ・情報基盤の構築」プロジェクトに取り組んでいる。2011 年度からの取り組み
の成果として、様々なデータ・情報基盤の公開が進んでおり、その活用も始まった。本ワ
ークショップでは、データ・情報基盤の有効な活用を促進するために、研究者による先駆
的な利用の状況を紹介するとともに、今後の活用可能性について議論する。 
 
1. 開催日時 
2014 年 2 月 20 日（木） 13：00～18:00 （開場 12：30） 
2. 会場 
文部科学省 科学技術・学術政策研究所会議室(16B) 
（東京都千代田区霞が関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館東館 16 階） 
3. 主催等 
主催：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 
運営：株式会社 三菱総合研究所 
 
2. プログラム 
 
第 1 部では、挨拶、基調講演に続き、科学技術・学術政策研究所からデータ・情報基盤
の整備状況を紹介した後、政策策定側である文部科学省から発表いただいた。第 2 部は、
活用の可能性として、研究者側からの発表をいただいた。最後に第 3 部において、発表者
によるパネルディスカッションを行った。当日のプログラムは以下のとおりである。（講演
者、パネリストはともに敬称略、所属、職名はワークショップ開催当時） 
 
13:00 第 1 部 データ・情報基盤への期待 
開会挨拶  
榊原 裕二 文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 
 
（１）基調講演～科学技術イノベーション政策を支えるデータ・情報基盤とは～ 
黒田 昌裕 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会 主査 
（２）政策のための科学 データ・情報基盤の整備事業の概要 
富澤 宏之 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室長 
赤池 伸一 一橋大学イノベーション研究センター教授 
  
  文部科学省 科学技術・学術政策研究所 客員研究官 
（３）「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」へのデータ・情報基
盤の継続的な貢献 
小山 竜司 文部科学省 科学技術・学術政策局  企画評価課長 
 
14:00 第 2 部 データ・情報基盤の活用可能性 
（１）大学類型からみた国立大学の科学技術生産性の変動 
島 一則 広島大学 高等教育研究開発センター 准教授 
（２）研究資源の配分と論文生産性の分析 
青木 周平 一橋大学 経済学研究科 講師 
14:50 休憩 （15 分） 
（３）企業名辞書および IIP パテント DB のあり方に関する提言 
中村 健太 神戸大学 経済学研究科 准教授 
（４）サイエンスセクターのイノベーションへの貢献に関する分析 
元橋 一之 東京大学 工学系研究科 教授 
（５）特許出願の大企業集中に関する分析 
鈴木 潤 政策研究大学院大学 教授 
（６）発明者の移動と生産性に関する分析 
山内 勇 経済産業研究所 研究員 
大西 宏一郎 大阪工業大学 講師 
16:45 休憩 （15 分） 
 
17:00 第 3 部 データ・情報基盤による政策決定に向けて 
（１）パネルディスカッション 
パネリスト（50 音順）： 青木 周平、島 一則、鈴木 潤、中村 健太、元橋 一之、
山内 勇 
ファシリテーター： 富澤 宏之 
 
閉会挨拶 
斎藤 尚樹 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 総務研究官 
18:00 閉会 
  
  
3. パネルディスカッションの概要 
データ・情報を使用する側と提供する側からの観点、あるいは提供されるデータへのニーズ、政
策形成への貢献といった観点から以下のパネリスト（50 音順）により議論し、その概要を記す。 
パネリスト：青木 周平、島 一則、鈴木 潤、中村 健太、元橋 一之、山内 勇 
ファシリテーター：富澤 宏之 
 
（１） データの利活用の在り方 
 本事業によりデータ・情報基盤が構築されたことは評価できる。さらにデータ利用
者の層を広げることで、科学技術イノベーションの研究のすそ野が広がるだろう。 
 データサイエンスの研究者が集まる学会等でデータ活用に関するセッションを開
く等で認知度を高めるべきである。 
 同じデータ基盤を、異なる研究者が異なるモデルで分析する基盤を作ることで、社
会科学としての研究が促進される。 
 データ分析の人材育成が必要。コンテスト開催等も一案である。 
 データを活用した研究への参入障壁を減らすべきである。 
 NISTEP プロジェクト（本事業）成果の政策形成への活用を促進するためには、そ
の橋渡しが必要。 
 データの蓄積が進んできているとはいえ、完璧なデータは存在しない。扱っている
データから言えない事柄にセンシティブでなければならない。政策担当者は研究
者の言っていることを十分咀嚼する必要がある。また、研究者も誠実な伝え方に
努めるべきである。 
 研究者は仮説設定の際に、政策担当者間でされている議論を意識して欲しい。政策
担当者もまた、政策の背景となる論理の明確化が必要。（政策担当者より） 
 理論的アプローチ、経験的アプローチの両方を重視すべきである。 
 
（２）政策研究者側が希望する整備すべきデータ 
 e-Rad のデータを活用したい。 
 予算、論文、人件費等の長期データの取得に制約がある。各大学の財務データにつ
いては、エクセルでダウンロードできるようにして欲しい。 
 国公立大学が毎年公表しているデータは、定義等が異なるなど活用上の制約がある。 
 
（３）論文や特許の生産性の測定 
 特許出願への積極性は企業間で違いがあり、生産性を一概に特許で測定することは
不可能。専門分野別に分析することは有効である。 
 特許データはほとんどすべての企業をカバーしているという点で価値があり、政策
への示唆という観点で重要。更なる活用を検討すべきである。 
 発明者 ID 等により個別研究者を追跡し、特許の生産性に影響を与えている要素を
明らかにすることが重要。 
 マクロ経済学的見地から、特許の分布に関する集計データが欲しい。 
  
4. 発表の詳細 
 
第 1 部 データ・情報基盤への期待 
開会挨拶  
榊原 裕二 文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 
 
NISTEP では政策のための科学の中に位置づけられているデータ・情報基盤の整備を平
成 23 年度から進めている。NISTEP の Web サイトでは作成したデータ・情報基盤を公開
しており皆様に利用していただきたい。さて、世界最先端 IT 国家創造宣言という閣議決定
の中にオープンデータ戦略がある。ここでは、国の機関が有しているデータを広く使える
よう透明性を増し、産業の創造を可能にするものとして推進している。このデータ・情報
基盤もオープンデータ戦略の大きな流れの一環としてみていただければと思っている。本
ワークショップでは、データ・情報基盤のデータを使うとどのようなことができるのかを
具体例として示したい。応用となるとまだ限定されている所が多いが、多くの応用を考え
ていただく機会としたい。 
 
（１）基調講演～科学技術イノベーション政策を支えるデータ・情報基盤とは～  
黒田 昌裕 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会 主査 
（発表資料 p23～） 
 
Science of Science Policy は Policy for Science と異なり、科学技術イノベーション政策
を科学的に実施するためのもので、第 4 期科学技術基本計画にも内容が記されている。GDP
の1%を科学技術イノベーションに投入するとき、1%である理由、使い方を示すのがScience 
of Science Policy である。NISTEP ではデータの構築とともに提供を進めている。 
20 世紀に入り、科学技術は資源エネルギー、環境、生態系といったものに大きな変動を
与え、さらに、人々の価値観にまで影響を与えるようになってきた。自分の専門は経済学
であるが、従来は与えられた定数として扱ってきたものが、科学技術によって様々に変動
する変数として扱わざるを得ないものになってきており、社会の変化を科学技術と連動し
て考え、政策論を論じなければなられなくなってきている。すなわち、社会科学と自然科
学が協働する必要が出てきている。 
SciSIP では課題解決型の研究と、それを推進するための戦略的な政策立案として、①エ
ビデンスに基づく解決すべき社会的課題の発見、②課題解決のための政策手段の選択と選
択された手段の事前評価、③政策選択への理解と合意形成のために議論の場の形成とその
方法の開発、が考えられている。 
 
 
  
 
（２）政策のための科学 データ・情報基盤の整備事業の概要  
富澤宏之 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室長 
赤池伸一 一橋大学イノベーション研究センター教授 科学技術・学術政策研究所 客員研究官 
（発表資料 p27～） 
 
○データ・情報基盤の全体的状況 
データ・情報基盤の構築は、政策のための科学の 4 本の柱の 1 つであり、2011 年度から
4 年の計画で開始し本年度は 3 年目である。本事業では、構築したデータ・情報基盤の公開・
提供も進めており、今回のワークショップもその一環である。政策形成プロセスをより合
理的なものにするために、また国民に対する説明責任を果たすために、研究の基盤として
データ・情報基盤を構築するという基本コンセプトをもって本プロジェクトを開始した。 
政策研究が行政部局と政策研究機関・専門家という 2 つのアクターだけの閉じた世界に
よって形成されると、行政部局の政策を政策研究機関・専門家が一方的に正当化するだけ
のものに陥ってしまう危険性がある。これを回避するためには、データ・情報が様々なユ
ーザーによって活用され、政策議論が多様な視点からなされる必要がある。そこでデータ・
情報のオープン化が重要となる。本プロジェクトでは、構築したデータ・情報基盤は可能
な限り公開する方針である。 
 
○データ・情報基盤の具体的コンテンツ 
大学・公的機関に関するデータ基盤としては、機関名辞書を構築・公開し、論文書誌デ
ータベースの機関名の名寄せ、インプット・アウトプットデータとのリンク等を実施して
いる。日本のデータが中心であるが、部分的に海外主要国のデータの構築も進めている。 
産業の研究開発・イノベーションに関するデータ基盤としては、企業名辞書を構築・公
開しており、様々な調査と接続することができる。無料で公開されている IIP（Institute of 
Intellectual Property）パテントデータベースとのリンクにも力を入れている。ただし
NISTEP から提供するのは機関名辞書や企業名辞書、あるいは接続情報等であって、外部のデ
ータベース自体は提供していない。 
科学技術人材および知識社会を担う人材を育成するために、博士人材データベースを構
築しようとしている。この DB システムでは、大学や関連機関との連携によって、博士課
程修了者の属性や、修了後の継続的な状況把握ができるシステムの構築を目指している。
また、同一個人を追跡するパネル調査を実施して、高度人材の育成と活用や、博士人材の
需給の乖離を解消するための、エビデンスベースの政策立案への貢献を目指している。 
政府における政策情報は極めて豊富であり、これは政策研究にとっても政策形成にとっ
ても重要な資産であるが、意外に整理されていない。まず政策に関する予算と施策の整備
から始めることとして、資源配分データベースと重要施策データベースの構築を行った。
  
資源配分データベースにおける科学技術関係経費というのは旧科学技術庁の時代から関係
省庁のデータを整理集計したもので、膨大な情報を含んでいる。本データベースでは特に
追跡可能な情報を時系列的に整理した。資源配分データベースの元データはミクロなもの
であり、その集計には手間がかかる。現時点では、マクロの数値を公開している段階であ
る。 
重要施策データベースは科学技術白書における「施策の紹介」をベースに施策ごとに区
切って整理したものである。これは個別施策に関する非常に膨大なデータであり、検索可
能な電子データとして Web サイトから公開している。別途、一覧性に優れた紙媒体の報告
書も作成している。この報告書のPDFもWebで公開している（NISTEP NOTE No.8, No.9）
のでこれを入手いただくか、依頼があれば冊子を配布することも可能である。 
 
○データ・情報基盤の構築・公開の現状と今後の方向性 
米国の省庁横断的な事業である STAR METRICS との比較から、本データ・情報基盤を
考察する。両者とも政府の研究投資の影響・効果を把握するという目的は基本的に同じで
ある。特にデータの連鎖を把握しようとする点も極めて近い考えである。ただし、データ
収集のアプローチには大きな違いがある。STAR METRICS は参加機関（主に大学）から
の自動的なデータ収集に基礎を置いている。データ・情報基盤でも最初そのような方向を
模索したが、まずは直ちに扱える既存データの高精度化、例えば名寄せ等を実施している。
またファンディング機関に集まっている情報の再構成等も実施している。 
本文を参照しながら統計データを閲覧入手できる科学技術指標（HTML 版）、1500 人を
対象に継続的な意識調査を実施した結果を自由記述も含め検索できる NISTEP 定点調査検
索、1971 年から実施している 8000 件余りの科学技術予測について、類似性の高い順に並
べる機能も有するデルファイ調査検索等を NISTEP の Web サイトから公開している。 
データ・情報基盤の今後の方向性として、政策効果の把握のためにも、機関単位から研
究者個人単位のデータの整備を進めていく。競争的資金の 6 割を占める科研費については、
研究課題・資金配分と論文データのリンクを既に実現しているが、研究ファンディング情
報についてデータのさらなる接合、活用、分析を進めていく予定である。また、データ分
析や政策形成と一体となったデータ・情報基盤の構築、データ・情報を整備・保有してい
る他の機関との連携も進めていく考えである。 
 
○本ワークショップの狙い 
第2部では、NISTEPのデータ・情報基盤の事業の成果、あるいはそれに関連したNISTEP
の研究成果を活用した結果について研究者から報告していただく。いずれもデータができ
て間もないため、触ってみて何ができそうかをトライしていただいている段階である。 
 
 
  
（３）「科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」」へのデータ・情報基
盤の継続的な貢献  
小山 竜司 文部科学省 科学技術・学術政策局 企画評価課長 
（発表資料 p45～） 
 
本発表では、行政側が何を望んでいるかを補足したい。科学技術イノベーションへの期
待が高まる状況において、客観的根拠に基づいた科学技術イノベーション政策オプション
の立案が必要となってきている。第 4 期科学技術基本計画においても課題を設定し、科学
技術イノベーションを一体的に展開すべきであることが基本方針として出されている。米
国、欧州でも同様な取り組みが行われている。ここに日本における政策のための科学の取
り組みを紹介する。４つの柱のうち、最も大きな①人材育成拠点は 5 拠点 6 大学で実施さ
れる。②RISTEX において公募型研究開発プログラムが実施され、③NISTEP にて政策課
題対応型の分析が進められている。全体を支える柱として④本データ・情報基盤の構築が
進められている。 
政策のための科学は、政策課題設定、政策オプション作成をそれぞれ進めながら、連携
させて合意形成プロセスを進めていく構造になっている。SciREX 研究センター（仮称）を
政策のための科学の中核的な拠点として、機能整備を図ろうとしている。このセンターで
実際の政策オプションづくりも進めていただく。文部科学省や独立行政法人ではなく大学
に設立するが、運営の仕方には工夫が必要があるとの議論がなされている。 
知の生産様式の変化に伴い、政策作りの関係者が集う常設的な議論の場を作るとことも、
センター設立の目的に適うものである。中核的拠点機能が H26 年度に整備されることによ
って、第 5 期基本計画の期間中、あるいはさらにその先の時点で、合理的な意思形成プロ
セスが可能な環境を全省庁がかかわりを持ちながら作り上げていきたいと文部科学省では
考えている。また、評価についても、「文部科学省における研究および開発に関する評価指
針」の改定が進んでおり、データ・情報基盤を始めとした政策のための科学からの知見が
評価にも役立つものと考えている。 
 
第 2 部 データ・情報基盤の活用可能性 
 
（１）大学類型から見た国立大学の科学生産性の変動  
島 一則 広島大学 高等教育研究開発センター 准教授 
（発表資料 p53～） 
 
日本の論文数・トップ 10%論文数の増加のペースはアメリカ、イギリス、ドイツ、中国
などの国に比べて高くない。その理由として国立大学の論文生産性の停滞が指摘されてい
る。また、個人レベルのデータを用いた分析では、COE（21 世紀 COE プログラム、ある
  
いはその後継のグローバル COE プログラム、以下単に「COE」と記す。）は論文数の増加
に成功したとしている。こうした主要先行研究を前提として、科学生産性を、各大学が産
出した論文数とトップ 10%論文数として測定し機関レベルの分析を行った。規模等が異な
る大学を単純に比較することは望ましくないため、医学部を有する国立総合大学を対象と
して分析した。データとしては、NISTEP の機関レベルデータ、科研費と COE の機関レベ
ルデータを使った。 
P15 の図は、横軸に科研費増分、すなわち COE 後の 5 年間の科研費件数から COE 前の
5 年間を引いた科研費の件数をとり、縦軸に 2002 年以降の COE の総件数をとって比較し
たものである。総合・旧帝大と総合・旧官大については、科研費増分と COE 件数が正の相
関を持つ。一方、総合・新制大と複合・新制大（ほぼ地方大）ではそうした関係はみられ
ない。また、いずれのグループも COE 後で科研費件数は増加している。 
P17 の図では、横軸に COE 前後 5 年間での論文数の増加、縦軸に同じくトップ 10%論
文数の増加をとり比較した。総合・旧帝大と総合・旧官大については、論文数、トップ 10%
論文数いずれも COE 後で増加している。一方、総合・新制大、複合・新制大（ほぼ地方大）
は COE 後で論文数、トップ 10%論文数いずれも停滞し、特にトップ 10%論文数について
はかなりの大学で減少している。世界的に論文数が増加しているなかで、このような停滞
あるいは減少している事実には十分注目しなければならない。また、論文数とトップ 10%
論文数について COE 前後の二時点間で総合・旧帝大と総合・旧官大とを比較したとき、そ
の格差は拡大している。 
今後は、競争的資金と基盤的資金のバランスを検討し、研究の幅と厚みのある科学生産
システムの構築を進める必要があると考えている。以上の分析は極めて初歩的な段階に留
まっており、専門分野別のデータ、年単位のデータ、エクセル等電子媒体でのデータが欲
しい。また、今回は分野分けをしないで分析したが、COE や科研費の分野分類と論文生産
性の分野分類を実施しさらにそれらの整合性についての検討が必要である。 
 
Q；P15 と P17 の図には外れ値があるが、どのように解釈しているのか。 
A 島氏；外れ値の解釈の必要性は理解しているが、残念ながらまだ解釈できていない。 
Q 黒田氏；期待を込めて敢えて辛口のコメントをさせていただく。科学的知見（Science 
Knowledge）はストックが重要であり、旧帝大のストックをどう評価するかを見る必要が
ある。また研究の分野分けがされていないのは大きな問題である。20 世紀中ごろから観察
技術が科学研究の精度を高め、医学やバイオを含め科学全体の進歩に大きく影響した。そ
のことをこのデータからいかにして構造化していくかをぜひ研究していただきたい。 
A 島氏；科学的知見の蓄積は考慮していないが、パネルデータ、あるいは専門分野のデータ
が入手できれば、科学的知見の蓄積が進んでいる大学とそうでない大学を比較し、その効
果を分析できるのではないかと考えている。 
Q；全体を支配しているものが大学の規模であるとの観点に立っているが、そうであれば旧
  
帝大をはずしても同じ結果が出るかどうかを確認することが重要であると考える。また、
COE は本来、大学院生の支援など、教育のために使用されるものであり、研究のためのも
のではない。その COE と研究成果との間に相関関係があることは理解する。しかし、それ
らに因果関係があることをモデルの前提としていることには疑問を感じる。明らかに第 3
の変数が効いている可能性があり、そこを探る必要がある。 
A；規模を比較した回帰分析など実施すべきことであるが、パネルデータの分析によって規
模を比較する方向で考えている。COE が大学院生の支援等、教育目的であるとのご指摘は
その通りである。自分一人ではなく研究者間で役割分担して分析したい。COE と研究成果
との間に因果関係を想定することが問題であることはご指摘の通りである。再考したい。 
Q 赤池氏；政策との関係を考えたとき、科研費や COE と論文の生産性との関係を分析する
ことは適切であると考える。人材、教育などはその副次的な問題として扱えばよいだろう。
それよりも、これを政策のための研究に発展させるためには、政策目標との関係を考える
ことが重要である。NEDO の分析なのにその成果指標を論文でとったり、科研費の分析な
のに成果を産業界への実用化でとったりといった、政策体系とモデルとがマッチングして
いない分析が多く存在する。これらは政策立案者にとって違和感がある。コミュニティ全
体として考えるべき問題である。 
 
（２）研究資源の配分と論文生産性の分析 
青木 周平 一橋大学 経済学研究科 講師 
（発表資料 p67～） 
 
日本の競争的研究資金の増加、国立大学法人化の制度変更とそれに伴う運営交付金の減
少について、論文数、トップ 10%論文数の国際推移からみて批判がある。そこで、日本の
論文生産の停滞の原因を調べるために、成長会計の手法を応用して大学のモデルを構築し、
論文生産の停滞の要因を分析した。このモデルでは、大学は与えられた予算のもとで、研
究成果を最大化させるように物品を購入し、教員を雇うと仮定した。また、物品、教員を n
倍したとき、研究成果は n のγ乗であるとし、γは１以下、すなわち規模の不経済を仮定
した。 
このモデルによると、仮に各大学の予算が、国全体の論文数を最大化するように配分さ
れているとすれば、研究費に対する論文のリターンはすべての大学で同じになることが示
される。これはこのモデルから導かれる重要な結果のひとつである。 
次に、国全体の研究成果についてその変化率を生産性の効果、研究費の効果、資源配分
の歪みの効果、物価の効果、賃金上昇の効果に要因分解した式を導出した。これに NISTEP
から出されたデータを使用し、2005年から 2009年の日本の論文数の変化を要因分解した。
その結果、論文生産性に最も大きな負の効果をもたらしているものは生産性の効果であっ
た。 
  
これはこのモデルで考慮していない研究時間の影響が生産性として測定されているので
はないかと考え、教員 1 人あたりの研究時間をモデルに組み入れた。その結果、論文生産
性が減少する最も大きな要因は研究時間の減少で説明できることが分かった。これはこの
モデルから導かれる 2 つ目の重要な結果である。 
 
Q；物価や賃金は、物品の質や教員の質と相関はないと理解してよいか。 
A；そのように仮定している。物価は、実質 GDP を算出するための物価指数である GDP
デフレーターを使用しているので、物品の質をある程度考慮した形になっている。国立大
学の給与は俸給表で決まっているので、賃金は、教員の質を考慮しなくても大きな影響は
ないだろうと考えている。 
Q；資源配分の歪みがない状態はどのような配分となるかを導くことはできるのか。 
A；このモデルでは各大学のリターンが一致する状況が資源配分のない理想的な状況である。
もし理想的な状況に移った場合、論文数は 2.2%、TOP10%論文は 7.7%増加するという結
果となっている。 
 
（３）企業名辞書および IIP パテント DB のあり方に関する提言  
中村 健太 神戸大学 経済学研究科 准教授 
（発表資料 p77～） 
 
特許データは、産業・技術分野による特許性向の違い、特許の価値の大きなばらつきが
あるといった短所がある。しかし、集積体系がシステマチックで、長期・国際比較可能で
あり、個々の特許に分類が付与されているという長所があるため、イノベーション研究の
中心的なツールとして活用されている。 
研究用特許データベースの米国における先駆的事業として NBER（National Bureau of 
Economic Research）Patent Data Project がある。日本には同様の研究用特許データベー
スがなかったが、IIP（Institute of Intellectual Property、一般財団法人 知的財産研究所）
パテントデータベースのプロジェクトが発足し、特許庁の整理標準化データを加工して
2005 年から知的財産研究所より無償公開されている。 
多くの研究では企業レベル、すなわち出願人レベルで分析する。出願人の情報は、出願
人 ID、出願人の名前、住所の文字列で識別する。しかし、同一企業でも表記ゆれがあり、
さらに同じ会社名でも異なる企業が存在するといった問題がある。さらに社名変更、ある
いは合併買収等があるため、分析をする前に名寄せを始める必要があった。これが分析上、
重大なボトルネックになっていたが、ここに NISTEP の企業名辞書が提供され、状況は一
変してきている。この辞書は非常に有益なもので、名寄せの作業負担は飛躍的に軽減され
た。現在の企業名辞書には合併等のイベント情報があるが、今後、期待することとして、
そのイベント発生年を追加して欲しい。産業（業種）分類、連結企業（グループ企業）情
  
報の定期的な更新がなされることを期待する。また、IIP-DB とリンクして更新されると良
い。 
最後に、企業名辞書はイノベーション研究の基盤としてきわめて重要であり、継続して
こそ価値があるので、今後もこの事業が引き続き実施されることを期待したい。 
 
Q 元橋氏；2000 年になぜアステラスの出願があるのか。 
A；恐らくノイズであろう。出願した時期と特許の時期の違いなどいろいろな理由が考えら
れる。これを精査するためにもイベントの発生時期の情報が欲しいと考える。 
 
（４）サイエンスセクターのイノベーションへの貢献に関する分析 
元橋 一之 東京大学 工学系研究科 教授 
（発表資料 p97～） 
 
特許には新規性と進歩性に加えて、産業への応用可能性が求められている。そのことか
ら経済的価値に結びつくイノベーションの分析に特許が使われることが多い。一方で科学
技術論文はサイエンスにおける成果であり、特許とリンクするがフェーズが異なる。本報
告は、大学等のサイエンスセクターが、企業等イノベーションを担う企業への貢献を分析
したものである。また、科学論文、特許の名寄せについて、データ・情報基盤事業で膨大
な労力を費やして実施しているが、これは研究を進めるうえで必要な基盤的データであり、
共通のデータを使って研究が実施できることは大変意義がある。 
国立大学法人改革から 10年が経過した。この間、産学の共同研究や特許数は増加したが、
サイエンスセクターが民間企業のイノベーションに貢献したかについては様々な見解があ
る。IIP パテントデータベースのプロジェクトでは、従来から特許データの構築、分析を実
施してきたが、データ・情報基盤プロジェクトの発足に伴い、企業名の名寄せ、各種デー
タベースとの接続の部分を実施いただいた。そのため IIP パテントデータベースの高度化に
専念できるという大きな恩恵を享受している。 
2005 年に出した論文で、大企業と中小企業の産学連携（UIC, University/Industry 
Collaboration）を比較したところ、中小企業の方が高い生産性を示すという結果が出た。
（K Motohashi, Research policy 34 (5), 583-594, (2005).）これは中小企業では製品化に近
い産学連携をしているが、大企業では企業内に異なる部門があり、大学との連携は基礎部
門が担当しているので、製品化までの道のりは長いことが一因であると考えられる。これ
に特許による解析を加え明確にした点が今回の発表のポイントである。 
（MOTOHASHI Kazuyuki, TOMOZAWA Takanori, RIETI Discussion Paper Series 
14-E-005） 
太陽電池の分野に着目して科学論文の引用ネットワーク分析をすると、4 つのクラスター
ができる。この 4 つの分野について、パテントファミリーでまとめた世界中の特許件数の
  
推移をみると、シリコン太陽電池がオイルショックで盛り上がった後減少し、90 年代にも
山がある。色素増感型太陽電池（Dye-sensitized）では、1992 年にプロセス・イノベーシ
ョンがあり、その後大変な勢いで特許が出されている。 
技術ライフサイクルの理論では、新しい技術が生み出されると、最初にプロダクト・イ
ノベーションが起こって技術の幅を広げることが起こる。対象が固まった後プロセス・イ
ノベーションが起こるというサイクルを示す。企業規模も当初はベンチャー企業が中心で
あるが、プロセス・イノベーションが進む頃には大企業が中心となってくる。当初、シリ
コン太陽電池で異なる年代を比較しようとしたが、80 年代と 2000 年代の産学連携は異な
っているので比較が難しく、今回は、同じ年代でフェーズの異なるシリコン太陽電池と色
素増感型太陽電池とを比較した。特許分析に用いる変数について、被引用（forward citation）
は発明の質、重要性、あるいは深さを示し、審査引用（backward citation）は特許の新規
性、あるいは幅を示す。導入期にある色素増幅型太陽電池では、産学連携している大学と
企業の基礎研究部門との間に、特許の潜在的な吸収能力がある。一方、シリコン太陽電池
の様子は興味深いものであった。すなわち、以前大学において産学連携を経験した人が企
業の中に取り込まれ、そういった人が企業内で画期的な発明をしていることが分かった。
この場合、特許は企業の単願となる。 
 
Q 黒田氏；シリコン太陽電池と色素増幅型太陽電池のような非シリコン太陽電池を比較す
ると、シリコン太陽電池は大学が入る余地がないケースであり、そこで起業家活動が起こ
る。一方、非シリコン太陽電池では、まだ成熟段階にないので大学が入る余地があるとい
うことか。  
A；後段の非シリコン太陽電池ではその通りだが、前段のシリコン太陽電池ではそうではな
いと考えている。共願特許を表面的に見ると、シリコン太陽電池の競願特許数は近年減少
していて、色素増幅型太陽電池では多くなっている。しかし、企業の中で引用されている
特許を見ると、かつて大学で産学連携の経験をした人ほど企業の中で基盤的な特許が書け
ている。これは明らかに産学連携の効果であるが、先ほどの指標には現れない。今回、そ
のことを明言したかった。 
 
（５）特許出願の大企業集中に関する分析 
鈴木 潤 政策研究大学院大学 教授 
（発表資料 p107～） 
 
本発表の問題設定は、2000 年あたりから日本の特許出願は伸びていない理由を探ること
である。研究費の伸び悩みなのか、発明者数の伸び悩みなのか、発明生産性の低下なのか、
有用な発明を厳選して出願をしているのではないかといった理由が考えられる。しかし、
技術フロントの変化が原因ではないかということを紹介したい。 
  
データはNISTEP企業名辞書の沿革 IDと証券コードで特許DBと企業財務DBを用い、
これを接続した。特許のファミリーサイズ、すなわち国際的に通用するような特許の出願
数を、上場企業の上位からランク付けしてグループ化し、特許の各グループの推移を見て
特許の集中度を分析した。発明者数についても同様の分析をした。その結果、TOP3 の特許
シェアは過去 30 年間で特許出願も発明者数も、著しく低下している。4-15 位のシェアは特
許庁からの出願抑制要請（1989-1994 年）の間低下したが、90 年代後半から再び増加して
いる。 
こういった傾向が企業規模の問題なのか、業種や技術分野の産業構造の変化の問題なの
かを明らかにするため、セクター別のシェアの変化を見た。まず、出願数トップ 10 の企業
の推移をみると、電機関連企業が順位を下げており、自動車関連企業が登場し順位を上げ
ていることが分かる。産業セクター別のシェアで見ても同様の傾向であった。 
次に、出願数上位の 5 セクター（電気、情通、業務機、輸送機、化学）について、接続
した売上高、従業員規模のデータの基本指標を見たところ、集中度の変化について、あま
り目立った変化はなかった。一方、出願数、発明者数では、電気、情報通信、および業務
機械セクターでは上位集中度が低下しているが、輸送機関では上昇しており、化学ではほ
とんど変化がなかった。 
次に、技術分野で特許の出願数を見た。産業セクターと技術分野とは深い関係はあるが、
同じではない。マクロの技術分野で見ると、どの産業セクターでも電気工学のシェアが拡
大しており、特許数の産業セクター別のシェアとは全く異なる様相にあることが分かる。
長期的に特許を出し続けている大手 456 社について、技術分野への集中度を計測すると、
70-80 年代に集中度が変化し、それ以降変わっていない。1975 年と 2007 年を比較すると 1
分野のみに出願した企業が減っており、いまやほとんどの企業が複数の分野に出願するよ
うに変わっている。 
次に、想定される因果関係（仮説）をモデルを立てて分析した。その結果、研究開発投
資には景気・企業業績や企業規模が影響することが分かった。発明者数には、技術変化、
特に技術のすそ野の増減が強い影響を与え、研究開発投資も限定的な影響を与える。価値
の高い特許の出願数には、発明者数の増減が強い影響を与え、研究開発投資は直接影響し
ないことが分かった。また、企業規模については、大企業の方が発明の生産性が高いとい
う分析結果が得られた。 
政策への提言としてこれをまとめると、イノベーションの指標としての特許数を増やす
には、補助金や優遇税制はあまり期待しない方が良い。一方、発明者数は特許数に大きく
影響するので、特許数を増やすには、人材の供給の施策が恐らく最も効果的だろうと考え
られる。大企業の優位性は低下傾向にあるが、依然として大企業の発明生産性は高い。上
位集中度が低下し、すそ野が広がりつつある分野にターゲットを絞り支援することは、相
対的に効果的だろう。 
Q；パネルデータの分析、企業の個別効果と年の効果はどう扱っているのか。 
  
A；企業の個別効果については、全て差分を取りログを取って吸収している。産業と年の効
果は固定効果としてダミーで入っている。 
Q 黒田氏；サンプルは企業単位か。また全産業を対象にしているのか。 
A；企業単位で、全産業を 82 業種の中分類で分けたものがダミーで入っている。 
黒田氏；産業分野と技術分野は必ずしも相関していないとのことであった。そうすると、
産業分類の格付けを工夫しないと反映できないのではないか。 
A；本報告では、NISTEP 企業名辞書における昨年の格付けが入っている。これは固定にな
っているが、過去に遡って企業の格付けを作っていただくと有用ではないかと考える。 
Q 黒田氏；産業毎に技術の格付けをするとよいのではないか。 
A；企業をその最も多い技術分類で格付けするのも一つの方法であると考える。 
Q 青木氏；研究開発投資と特許数の間にラグはないのか。 
A；3 年まで見ているが、両者に因果関係があるとの仮定は、統計的に優位ではない。 
Q 青木氏；企業規模は通常パレート分布に従うが、本報告ではどのような分布に近いのか
教えてほしい。もしパレート分布であれば、集中度の低下はパレート分布のパラメータで
分かるのでパラメータが分かれば教えてほしい。 
A；ここでは上場企業しか対象にしていないので、恐らくパレート分布だと思う。また、企
業の中の分布も１人当たりの出願数を多い順に並べて変化を見ているので、企業の中での
発明数もパレート分布になっていると考えられる。 
Q 元橋氏；全体的に集中度が下がっているのではなく、1-3 位だけが下がっていると考えて
よいか。 
A；企業単位で考えるとそう考えてよい。ただし、企業ごとに挙動が異なるので、将来どう
取り組むかは別の課題である。個人単位でみると 1-3 位が特に下がっているということでは
ない。 
 
（６）発明者の移動と生産性 
○山内 勇 経済産業研究所 研究員 （発表者） 
大西 宏一郎 大阪工業大学 講師 
（発表資料 p119～） 
 
科学の世界ではより微細なものを観察することで原因が特定されることが多い。これは
政策科学の場合も同じであり、観察の精度が重要である。データ・情報基盤のプロジェク
トはまさしくこの観察の精度を高めるためのデータを構築しているという点で重要である。
従来のセクターレベル、企業レベルでの分析から、最近ではよりミクロに発明者レベルで
分析するという流れが出てきている。今回は人に着目した分析の可能性を示したいと考え
ている。人材の移動と生産性の分析は経済学における古くからの課題だが、各個人の移動
状況の把握は困難であった。今回の発表では、特許データを用いれば、発明者の移動状況
  
の把握がある程度可能であることを示したい。 
多様性・流動性の向上が生産性の上昇をもたらすという客観的裏付けは乏しい。また、
政策に関連した人材の研究も徐々に出てきているが、大学や公的研究機関を対象にした分
析が多い。日本の研究開発費の 7 割は民間企業が使用しているので、企業の研究者の生産
性の要因分析が重要であると考えている。技術は人に付随しているので、人材の移動を通
して生産性の上昇を分析したい。 
データとしては IIP パテントデータベースと NISTEP の企業名辞書を使用した。発明者
の移動によって生産性を比較する方法として、本人が移動した前後 5 年間の出願件数を比
較する軸と、同僚の残留者の出願件数とを比較する 2 つの軸を考えた。また、個人データ
の分析では、同姓同名問題の回避が重要である。回避する 1 つの方法は名寄せであり、も
う 1 つの方法は同姓同名が存在しない名前のみを対象にすることが考えられる。電話帳デ
ータには、掲載件数 3000 万件、氏名件数 1300 万件のデータがあり、このうち 1000 万件
は同姓同名がないレアネームである。また、同姓同名の有無による特許の生産性には差が
ないことが確認されている。今回このレアネームをサンプルとして用いて分析した。 
企業の名寄せ問題は NISTEP 企業名辞書を利用して企業名の変遷や表記ゆれを吸収した。
これにより、発明者ごとに特許出願番号順に並べ、企業名（出願人名）が変化していると
き移動したとみなした。 
対象となった 33 万人の発明者の中で、移動経験者はその 7.7%、2 万 6000 人であった。
1975 年からの移動者数の推移を電機、化学、輸送の産業セクターで調べ、また、電機 3 社
についても調べた。その結果、例えばソニーでは早期退職優遇制度のあった 1999 年～2005
年に突出して移動が多くなっていた。この時期に生産性が高いエンジニアが移動したとい
う分析もあり、それが次の年からエンジニアに対してだけ早期退職優遇制度を取りやめた
理由ではないかと推察することもできる。 
移動者について、移動した回数ごとに特許出願の平均値を調べ、残留者と比較した。1 回
しか移動していない発明者の特許出願数は残留者よりも低く、2 回、3 回と移動を繰り返し
た者は残留者より特許出願数が多いという結果になった。これは一部の優秀な発明者は頻
繁に移動し、多くの生産性の低い発明者は合理化等により移動した後、そこに留まってい
る可能性が高いのではないかと推察される。研究分野については、出願する特許の分野集
中度が低い発明者ほど、また、企業の主要分野からはずれた研究を行っている発明者ほど
移動確率が高いことが分かった。また移動後の生産性の上昇効果は小さく、残留者の生産
性の向上よりも相対的に低い。今後は、企業レベル、発明者レベルのデータ基盤整備に期
待し、さらなる手法の精緻化を図りたい。 
 
Q 島氏；年齢はどのように考慮しているか。また、移動に関して、優秀な人が移動してい
るのか、移動するから生産性が上がるのか。 
A；年齢は研究者が最初に特許出願する年から推測している。すなわち、特許サーベイでは
  
27 歳が初めての特許出願する年齢と考えられているのでそれを採用している。優秀な人を
人材育成目的で移動させているのか、移動によって生産性が上がるのかについてはこれか
らの研究課題である。 
Q；企業では、ある程度の年になると関連会社に出向したり、定年になると他に移動したり
するなど、大きな移動のタイミングがあるだろう。それに関する分析はしているのか。 
A；今回の分析では反映していないが、まさにそれを今後実施したい。日本ではある程度優
秀な研究者は、ある段階でマネージャーになる傾向がある。マネージャーになる方がいい
のか、発明者でいた方がいいのかといった問題についても、分析したいと考えている。 
Q 斎藤氏；本発表は特許の生産性に関する分析であったが、論文生産性の分析にも使える
のではないか。ただし、論文の英語表記となるとさらに同姓同名が増えるだろう。電話帳
から抽出したレアネームを用いていたが、女性と若手については今後重要となる。女性に
は、結婚による姓の変更の問題などがある。女性についての分析を行う際に何か留意点が
あるか。 
A；女性についての分析は重要であると認識しているが、その手法については探索している
段階である。検討させていただきたい。 
 
第 3 部 データ・情報基盤による政策決定に向けて 
 
（１）パネルディスカッション 
パネリスト：青木 周平、島 一則、鈴木 潤、中村 健太、元橋 一之、山内 勇 
（50 音順） 
ファシリテーター：富澤 宏之 
 
島氏（質問）；青木先生にはマクロの立場から発表いただいたが、専門分野に分けて研究す
ると規模の影響がなくなると思う。専門分野で分けることが有用か。 
また、山内先生には、①生産性を特許で図ることが有用か。②移動の回数は有意か。③移
動した場合に生産性が高いとの結論により、全員が移動すればよいということになるのか。 
 
山内氏（回答）；生産性を特許で図る問題点の１つは、企業は発明を特許に出すとは限らな
いということ。しかし特許が利用可能な客観性のある優れた指標であることは事実である。
移動が生産性を高めないケースもあることを示したいというのが今回の発表の趣旨である。
今回の分析では移動した場合に生産性が高まるという結論となった。しかし当然のことで
あるが、全員が移動すれば生産性が高まることにはならない。どういう場合に生産性が高
まるかについては、特に日本では事業整理の時に移動した場合には生産性が高まらないと
いったことが考えられるので、今後、個別の研究者が因果関係に着目して分析する中で研
究が進んでいくと考えている。 
  
 
青木氏（回答）；専門分野に分けた方がいいのではないか、その場合、規模により生産性も
変わるのではないかとの質問をいただいた。一般的には、分野分けをして詳しいデータが
あった方が良いが、各大学について Top10%論文について分野分けすると、下位の大学では
論文数が 0 になってしまうなど、実際には分野を分けすぎると困る面もある。 
 
鈴木氏（質問）；青木先生の研究で出た「規模の不経済」の仮定は適切か。選択と集中によ
る効果、集中させて相乗効果を発揮させる方が組織論的にも効果的であるといった議論も
ある。 
 
青木氏（回答）；規模の不経済がないと仮定すると一つの大学に集中するという解になる。
ご質問はもう少し繊細で、今回のモデルではγを一定としているが、実際には一定規模ま
ではγは増加するが、それ以上では飽和し変化しないのではないかといった質問と考えて
いる。今回の分析ではそのような細かい部分は捨象しており、全ての分野でγは常に一定
という粗いモデルになっている。要因分解について、外生的に与えているのは、規模の不
経済γだけであり、企業の事業所レベルの分析で使われる 0.85 を採用した。しかし本日気
付いたが、論文の限界リターンと平均リターンとの比がγになるので、γについても計算
できるかもしれないと考えている。 
 
中村氏（質問）；研究開発費が増えても特許が増えないというのは衝撃的な結果である。リ
ニアではないとしても増えるというのが通常の議論であろう。大企業の場合 4 割程度が人
件費である面から、研究開発費が発明者数に影響を与えるのは理解できる。しかしそれが
特許に影響を与えないという結論に対して、どのように解釈すればよいのか。 
 
鈴木氏（回答）；今回の結論はかなり限定的に解釈した方がいいと考えている。アウトプッ
トの指標としてみているのは特許のファミリーサイズであり、研究開発費についても発表
していない企業、あるいは、特許を出さない企業もあり、データの完全性が担保されてい
ない点を考慮する必要がある。しかし、研究開発費が増えても特許が増えないという仮説
は、個別に見てもモデルから見ても直接的な因果関係は否定されている。ただし、今回の
分析は、年度単位の変化率がどう効いてくるかを見る、かなり短期的な効果であり、スト
ックとしてどう見るかとは別の議論である。今回の結果を解釈すれば、短い目で見た場合、
研究開発投資を増やしても、3 年程度より短いタイムスパンでは特許の増加にはつながらな
いということである。 
 
元橋氏；特許、論文ともに実証分析を行う場合には統計データを利用する。政府統計以外
のアンケートなどの調査では、全体ではなくその一部が対象であり、回答者のバイアスも
  
あり得る。一方、今回扱っている特許などのデータは全数データであり、これが大きな特
長である。また、特許単位、企業単位の議論ではその分布が重要である。分布の観点から
見れば、全員がひとつの大学に行くといった極端なことは起こらず、最適なγの分布があ
るだろう。山内さんの分析でも分布の観点からみると同様であり、全員が移動するのでは
なく、ある分布をもって一部が移動するとき最適になるのではないか。そのモデルを立て、
議論する必要があるだろう。 
 
山内氏；分析には仮説を立てることが非常に重要で、それを実証するデータが揃っていな
ければならない。分布の経路もそれらが揃えば説明できるのではないか。発明者のデータ
について、韓国では発明者に社会保障番号がついており、公開されていないが申請すれば
研究者が分析できる。ドイツでも同様である。日本でも実現できると分析が進むだろう。
NISTEP、あるいはこの事業に期待する。 
 
元橋氏；個人の識別が進んでいることで有名なのは北欧諸国である。日本は国民統一番号
制の法律が決まったが、それがどこまでできるか。これによってアカデミアから企業への
人材の移動など、いろいろなことがわかる。現存するデータでは、社会保障のデータが、
年金問題はあったものの一番使えるのではないか。 
 
青木氏；マクロ経済学者の立場から、分布に関する集計データが欲しい。所得不平等がア
メリカで話題になるが、トップ 1%シェアなどが論点となる。トップ 1%シェアとは、所得
のトップ 1%の人たちが国全体の GDP の何%を所得として持っているかであり、それが一
般的な話題になるし、学者の分析の被説明変数となる。また、1970 年代から現在に至る長
期のトップ 1%シェアのデータがあったので、不平等が拡大していることが分かった。この
ような、長期の変化を分析できる集計データが共有できるようにしていただきたい。 
 
富澤氏；既に本質的な議論に入っているが、他にこういうデータがあればいいというもの
はあるか。 
 
鈴木氏；e-Rad のデータが欲しい。インプットについては非常に限られた分析しかない。
e-Rad では競争的資金の制約があるがどのような資金をもらっているかわかる。研究者につ
いては個人 ID がそこで使えるだろう。 
 
青木氏；今回の発表に使用したデータは論文数、各大学の予算、その内数としての人件費
であるが、長期データがなく、二時点だけしか取れなかった。それ以前は科学技術研究調
査の個票申請などをして構築しなければならない。各大学の財務データについては、エク
セルでダウンロードできるようにして欲しい。 
  
 
富澤氏；国立大学は法人化以降、義務化されているので財務諸表を毎年公開しているが、
科学技術研究調査よりも情報が少なく、研究開発費の定義が異なるなど問題点もある。ま
た科学技術研究調査は制約が多く、大学別の集計値も公開が難しい。 
さて、データの利用促進に関する意見はあるか。 
 
元橋氏；個人の研究者が問題を抱えていたレベルからすると、本プロジェクトによりデー
タ・情報基盤が構築されたことは評価できる。さらにデータ利用者の層を広げることで、
科学技術イノベーションの研究のすそ野が広がるだろう。政策当局がデータ・情報基盤を
利用するには、それ以前に SciSIP のプロジェクト、あるいは研究者によるデータの分析結
果が必要であろう。データへのアクセス手段を改善する取り組みも必要である。学会でセ
ッションを組んでデータ・情報基盤を紹介するといいのではないか。 
 
山内氏；やりたい分析、やらなければならない分析は多数あるが、人手が足りていない状
況である。やる気がある人に参入してほしい。また、JST では SAS Institute Japan 株式
会社と連携して、データサイエンス・アドベンチャー杯と称し、コンテスト形式で分析を
競い合う新たな試みを始めており、注目している。 
 
青木氏；これまで参入していない人にとって、参入した場合のリターンは大きいはずであ
る。マクロ経済の成長会計でも成長に科学や技術が必要と言われているが、事実を踏まえ
た分析がなされているとは言えない。この分野の研究者が参入すると効果は大きいだろう。
参入の障壁を減らす必要がある。 
 
元橋氏；共通のデータで分析ができれば、モデルの違いだけを議論できる。社会科学は複
雑なので、同一のデータを分析し比較することが大切である。そうした意味でデータ・情
報基盤の構築は重要である。 
 
島氏；データの蓄積は非常に重要である。十分なデータが存在しない状況で政策形成した
従来と比較し、全く違う水準に達しているという事実をまず共有したい。一方、完璧なデ
ータは存在しないので、扱っているデータから言えない事柄にセンシティブでなければな
らない。政策担当者は研究者の言っていることを十分咀嚼する必要がある。また、研究者
も誠実な伝え方に努めるべきである。 
 
小山氏；データ・情報基盤の利用可能性を考える上で今回のワークショップは有意義であ
った。感謝する。今後の展開を考えたとき、研究者が仮説を立て、モデルを立てて結論を
出した上で、政策へ活かすことを考えていただくものと理解している。この最初に研究者
  
が仮説を立てる段階で、政策立案の当事者である我々の議論も聞いて頂ければその後の展
開も効果的に進むと考えている。そうした意味で、政策のための科学はショーケース機能
を持つものとしてぜひ推進したい。各省の担当者の問題意識、論証に裏付けられた事業化
の推進、審議会における疑わしい議論の整理など、研究者の方々にも見えるようにしてい
くべきである。そうすれば、研究成果が出された直後から使われるようになるし、また使
われる研究にターゲットが集まることにもなる。NISTEP でのデータ・情報基盤構築の方
向性が明確になるだろう。 
 
青木氏；今回の研究は豊田氏のブログで発想を得たものであるが、政策担当者にとって共
有すべき重要な事実を教えてほしい。また、政策担当者の問いを公開してほしい。 
 
赤池氏；政策担当者、政策研究者それぞれが相手を理解する手段として、政策担当者側の
政策のロジックが分かりにくいという問題点は確かにある。基本計画や審議会でも政策担
当者の論理は必ずしも明確とは言えない。研究上の仮説に対応する政策上の仮説があれば、
研究者の理解できる議論ができるのではないかと考えている。モデルや文脈から離れた結
果は意味を持たないことが多いが、その形で結果を行政側の論理の中に組み込んでしまう
と、政策担当者が制度化したい政策を補強する目的のためだけに、都合のいいデータだけ
を採用していると批判されてしまう。この問題以前に、政策担当者と政策研究者の用いる
言葉さえも微妙にずれていることがある。このずれを認識するには、それぞれの問題意識
を先鋭化して、違いを発見することから始める必要がある。 
 
黒田氏；本日のシンポジウムが良かったのは、小山課長も指摘されたように、研究者と政
策担当者が話す場はあまりなかったが、今回その良い機会を与えたことである。政策ニー
ズは研究者も考えているが、直接議論できる場を作っていかなければならない。また、中
核拠点をそのような場にしていきたい。 
データ・情報基盤の構築は一人ではできないので、共有して作る必要がある。NISTEP
が構築したデータ・情報基盤を学界全体で共有し、利用していく必要がある。 
また、今回の青木先生のように純粋な理論の研究者と、現実に当てはめて適用効果や限
界を検証する、エンピリカルサイエンスを実施している経済学者が対話することは、理解
に苦しむ部分があるにしても、大切なことであろう。また、研究者は好奇心があるからこ
そ研究を進めるのであり、課題をはっきり意識して、自分で課題を見つけることが非常に
重要である。研究者が研究ニーズを教えてくれというのは筋違いである。元橋先生の太陽
電池に関する発表は経済学と科学技術が密着している場を一つ提示していただいた貴重な
試みであり、実に面白かった。 
 
赤池氏；青木氏の仮定はエッジの立った明確な理論であり魅力的である。楡井先生のプロ
  
ジェクト（注：JST/RISTEX 公募型研究開発プログラム H24 年度採択）はそのようなもの
が多いと考えている。この分野ではいろいろな要素を取り入れて、おとなしい結論を出す
ものが多いが、その対極も必要であると考えている。 
 
閉会の挨拶 
斎藤 尚樹 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 総務研究官 
  
いつもよりも若手の実践者が多く、研究内容も野心的で、想像をはるかに超える刺激的
なワークショップとなり、主催者側として大変喜んでいる。発表も論文から特許、マクロ
からメゾレベルの分析もあり、バラエティに富んだ興味深いものであった。発表の中で、
①人や組織に注目したパネルデータの要望、②継続性の要望、③分野別の要望、④時間軸
の要望、⑤グローバルなデータの展開、接合の要望があった。限られたリソースとマンパ
ワーでどこまでできるか、文部科学本省のご理解は必須と思うが、検討していきたい。ま
た、今申し上げた内容について、パネルデータが整備できるとさらに有効な分析ができる
と期待している。現状では、特許、論文のどちらかだけに着目した設計になっているが、
それだけではなく、特許と論文の間のサイエンスリンケージが取れ、研究者の研究開発活
動のサイクルをパネル化して分析できればさらに役立つはずである。ぜひ進めていきたい。 
この取り組みは文部科学省のレベルだが、関係機関ネットワークでは、各省のファンデ
ィング機関、データ保有機関に参加いただいており、データ・情報基盤の事業のネットワ
ークは確実に広がっている。参加機関の扱う予算は、恐らく競争的資金の 8-9 割をカバーで
きているのではないかと考えている。個別の研究費のインプット、それによって得られた
成果、さらにそれに参画した研究者の情報を科研費番号、社会保障番号で紐づけることが
できれば理想的である。個人が追跡できるようになると、日本の研究開発の構造、パフォ
ーマンスがかなり見えてくると考えている。 
データ・情報基盤では、膨大なマンパワーをかけてレビューを行い、名寄せの作業をし
ている。これらをある程度、自律的にデータが集積されるシステム（autonomous data 
acquisition system）に作り変えることが重要であると考えている。この自動データ集積シ
ステムの構築を基本計画に記載するべきであると考え、折に触れて提案している。 
本ワークショップでは、政策担当者と政策研究者が一堂に会してデータ・情報基盤の方
向性を議論するとともに、最先端の研究成果に基づく質の高い専門的な議論もできたと思
う。このような集まりは有意義であり、今後も継続していきたいと思う。閉会にあたり、
発表いただいた皆様、また貴重なご意見をいただいた会場の皆様に対し、改めて感謝の意
を表したい。 
  
 
